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グ加算を算定している場合は、算定しない。

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

通所介護費、通所リハビリテーション費、特定施設入居者生活介

護費、地域密着型通所介護費、認知症対応型通所介護費、小規模

多機能型居宅介護費、認知症対応型共同生活介護費、地域密着型

特定施設入居者生活介護費、看護小規模多機能型居宅介護費、介

護予防通所リハビリテーション費、介護予防特定施設入居者生活

介護費、介護予防認知症対応型通所介護費、介護予防小規模多機

能型居宅介護費、介護予防認知症対応型共同生活介護費における

栄養スクリーニング加算の基準

通所介護費等算定方法第一号、第二号、第五号から第九号まで

、第十一号、第十六、第十九号、第二十号から第二十二号までに

規定する基準のいずれにも該当しないこと。

ハ・ニ （略） ハ・ニ （略）

ホ 介護職員処遇改善加算 ホ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金

の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定 の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定

介護予防特定施設が、利用者に対し、指定介護予防特定施設入居 介護予防特定施設が、利用者に対し、指定介護予防特定施設入居

者生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成 者生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成

33年３月31日までの間（⑷及び⑸については、別に厚生労働大臣 30年３月31日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

が定める期日までの間）、次に掲げる単位数を所定単位数に加算 る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

おいては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴～⑸ （略） ⑴～⑸ （略）

９ 介護予防福祉用具貸与費（１月につき） 11 介護予防福祉用具貸与費（１月につき）

指定介護予防福祉用具貸与事業所（指定介護予防サービス基準第26 指定介護予防福祉用具貸与事業所（指定介護予防サービス基準第26

6条第１項に規定する指定介護予防福祉用具貸与事業所をいう。以下 6条第１項に規定する指定介護予防福祉用具貸与事業所をいう。以下

同じ。）において、指定介護予防福祉用具貸与（指定介護予防サービ 同じ。）において、指定介護予防福祉用具貸与（指定介護予防サービ
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ス基準第265条に規定する指定介護予防福祉用具貸与をいう。以下同 ス基準第265条に規定する指定介護予防福祉用具貸与をいう。以下同

じ。）を行った場合に、現に指定介護予防福祉用具貸与に要した費用 じ。）を行った場合に、現に指定介護予防福祉用具貸与に要した費用

の額を当該指定介護予防福祉用具貸与事業所の所在地に適用される１ の額を当該指定介護予防福祉用具貸与事業所の所在地に適用される１

単位の単価で除して得た単位数（１単位未満の端数があるときは、こ 単位の単価で除して得た単位数（１単位未満の端数があるときは、こ

れを四捨五入して得た単位数）とする。ただし、１月当たりの平均貸 れを四捨五入して得た単位数）とする。

与件数が100件以上となったことのある福祉用具に係る指定介護予防

福祉用具貸与については、別に厚生労働大臣が定める介護予防福祉用

具貸与の基準を満たさない指定介護予防福祉用具貸与を行った場合は

、介護予防福祉用具貸与費は算定しない。

注 （略） 注 （略）
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